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令和８年４月 

長崎市 



本別冊について 

第 3次長崎市人権教育・啓発に関する基本計画では、基本理念を『一人ひとりが認め合い、人

が人を大切にする「希望あふれる人間都市」の実現』とし、すべての人が人権を身近な問題であ

ると認識し、様々な人権について理解し、日常生活において、人権への配慮が一人ひとりの態度

や行動に現れるような人権教育や啓発を市民、事業者、行政などが互いにつながりあいながら推

進していくこととしています。 

 この基本計画の計画期間は、令和４年度から令和 12年度までの９年間としており、数値目標

については、社会情勢の変化や計画の進捗状況を勘案しながら、令和７年度に見直すこととして

います。 

本別冊は、令和７年度に実施した数値目標等の見直しにより設定した令和 12年度の目標値等

を掲載するものです。 
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第３次長崎市人権教育・啓発に関する基本計画 
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別冊　数値目標等見直し

基本目標１　あらゆる場における人権教育・啓発

　主要課題（１）　学校教育における取組

　主要課題（２）　社会教育における取組

　主要課題（３）　人権啓発における取組

　基本目標２　個別の分野における人権教育・啓発

　主要課題（１）　女性に関する取組

所管課

1
（P.27）

人権教育全体計画の推進
による生命や人権を尊重
する心の育成

市立小・
中学校児
童生徒

生命や人権を尊重する心
が育っていると回答する
子どもの割合

96.7% 95.0% 学校教育課

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

所管課

2
（P.31）

社会教育施設などでの人
権感覚の向上を図る学習
機会の提供

市民
社会教育施設などでの人
権感覚の向上を図る学習
の参加者数

390人 400人 生涯学習企画課

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

5
（P.34）

人権問題講演会の参加者
のうち関心が深まった人
の割合

93.5％ 97.0%

4
（P.34）

人権問題講演会、中小規
模講座、人権啓発研修会
（生涯学習企画課）、長
崎人権学への参加者数

899人 900人

所管課

3
（P.34）

市民意識調査による人権
意識の把握

市民

この1年間に人権に関し
ていやな思いをしたり、
不当な扱いを受けたこと
がない市民の割合

81.5% 82.1%
人権男女
共同参画室

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

所管課

6
（P.40）

男女共同参画推進セン
ター主催講座の参加者数

11,392人 11,200人

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

8
（P.40）

ＤＶ未然防止のための若
年層への予防啓発講座
（デートＤＶ防止授業）
の開催

生徒、教
職員

開催回数 25回 25回
人権男女
共同参画室

7
（P.40）

理解した人（大変深まっ
たとある程度深まったの
合計）の割合

94.0% 94.5%

基本計画
掲載ページ

P.29

基本計画
掲載ページ

P.32

基本計画
掲載ページ

P.36

人権問題講演会等の開催 市民
人権男女
共同参画室

男女共同参画推進セン
ターが主催する講座の実
施

市民
人権男女
共同参画室

基本計画
掲載ページ
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P.36

P.41

P.41

1



　主要課題（２）　子どもに関する取組

　主要課題（３）　高齢者に関する取組

　主要課題（４）　障害者に関する取組

　主要課題（５）　同和問題に関する取組

　主要課題（６）　外国人に関する取組

　主要課題（７）　感染症患者等に関する取組

所管課

9
（P.45）

児童虐待防止研修会の実
施

関係機関 研修会の開催回数 2回 4回
子育て

サポート課

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

所管課

10
（P.49）

認知症サポーターの養成
講座の実施

市職員、
市民、企
業、学校

受講者数

3,784人
（年度）
66,525人
（累計）

2,300人
（年度）
78,100人
（累計）

高齢者すこやか
支援課

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

所管課

11
（P.54）

授産製品の販売を通した
障害者に対する理解の促
進と障害者の工賃向上

障害者、
市民

①就労継続支援Ａ型　事
業所の平均工賃（月額）

87,004円 96,629円

障害福祉課

12
（P.54）

②就労継続支援Ｂ型　事
業所の平均工賃（月額）

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

所管課

13
（P.57）

人権に関する県民意識調
査（長崎市民回答分）の
分析

市民
同和問題を知っている市
民の割合

- 83.4%
人権男女
共同参画室

23,046円 25,403円

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

所管課

14
（P.61）

国際理解に係る講座の実
施

市民 参加者数 2,937人 3,000人 国際課

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

所管課

15
（P.64）

感染症に対する正しい知
識の普及啓発のための出
前講座の実施

市民 実施回数 5回 5回 感染症対策室

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

基本計画
掲載ページ

P.50

基本計画
掲載ページ

基本計画
掲載ページ

P.58

基本計画
掲載ページ

P.46

基本計画
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　主要課題（８）　性的少数者に関する取組

　主要課題（９）　犯罪被害者等に関する取組

　基本目標３　平和な社会をつくる人権教育・啓発

所管課

16
（P.67）

長崎市パートナーシップ
宣誓制度の周知

市民、関
係機関、
市関係課

パートナーシップ宣誓制
度を知っている市民の割
合

31.9% 50.0%
人権男女
共同参画室

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

17
（P.69）

犯罪被害者等に対する理
解を深める情報発信

市民
犯罪被害者等への理解促
進を図る情報発信回数

9回 7回 自治振興課

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

18
（P.74）

原爆資料館の常設展示の
充実や企画展示の開催

国内外の
市民

原爆資料館入館者数 810,825人 900,000人
平和推進課
被爆継承課

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

20
（P.75）

平和首長会議加盟都市の
増加による国内外におけ
るネットワークの拡大

国内外自
治体

平和首長会議加盟都市数 8,477都市 9,191都市 平和推進課

19
（P.74）

被爆体験を継承していく
家族・交流証言者が講話
を行うために必要な支援
の実施

市民 家族・交流証言者数 59人 95人

21
（P.75）

次世代の平和活動の担い
手を育成する青少年ピー
スボランティア事業の実
施

国内の青
少年（高
校生から
29歳ま
で）

被爆の実相を伝えるため
の活動に参加した青少年
ピースボランティアの延
べ活動人数

1,029人 637人 被爆継承課

被爆継承課

所管課

所管課
基本計画
掲載ページ
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基本計画
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　基本目標４　特に人権に関わりの深い職業従事者に対する人権教育・啓発

　基本目標５　人権侵害から市民を守る体制づくり

　主要課題（１）　相談体制の充実

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

所管課

23
（P.78）

小・中学校での人権教育
研修会の実施

市立小・
中学校教
職員

実施率 100% 100% 学校教育課

22
（P.78）

人権に関する職場研修の
実施

市職員 実施率 100% 100%

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

所管課

24
（P.78）

消防職員、消防団員への
人権に関する研修会の実
施

消防職
員、消防
団員

実施率 100% 100%

26
（P.82）

ＤＶに関する相談（アマ
ランス相談）の実施及び
周知

市民
ＤＶ相談窓口として「ア
マランス相談」を知って
いる市民の割合

41.1% 50.0%
人権男女
共同参画室

25
（P.82）

不登校児童・生徒の相談
対応

児童、生
徒、保護
者

出席扱いとなる不登校児
童生徒の割合

19.3% 23.0%

28
（P.82）

地域包括支援センター等
における成年後見制度利
用相談への対応

市民 延べ相談件数 3,225件 3,425件
高齢者すこやか

支援課

27
（P.82）

要保護児童がいる家庭へ
の関係機関と連携した支
援

要保護児
童等

児童虐待相談において適
切な支援につなげた割合

88.4% 95.0%

30
（P.83）

犯罪被害者等支援の相談
窓口の設置

市民
犯罪被害者等支援相談に
より支援につながった人
数

4人 10人 自治振興課

29
（P.83）

障害者相談支援体制の充
実・強化

障害者 相談支援事業利用者数 59,076人 67,338人 障害福祉課

子育て
サポート課

教育研究所

消防局総務課
消防局予防課

人権男女
共同参画室

基本計画
掲載ページ
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P.83

P.83

P.83

P.84

P.84

基本計画
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　主要課題（２）　未然に防ぐしくみづくり

8
（P.85）

ＤＶ未然防止のための若
年層への予防啓発講座
（デートＤＶ防止授業）
の開催【再掲】

生徒、教
職員

開催回数 25回 25回
人権男女
共同参画室

指標
NO.

取組内容 対　象 指　標
直近値
（R6）

目標値
（R12）

11
（P.86）

授産製品の販売を通した
障害者に対する理解の促
進と障害者の工賃向上
【再掲】

障害福祉課

31
（P.86）

一般就労に向けた支援 障害者
就労移行支援事業所等を
通じて一般就労した障害
者数

107人 141人 障害福祉課

29
（P.86）

障害者相談支援体制の充
実・強化【再掲】

障害者 相談支援事業利用者数 59,076人 67,338人

16
（P.87）

長崎市パートナーシップ
宣誓制度の周知【再掲】

市民、関
係機関、
市関係課

パートナーシップ宣誓制
度を知っている市民の割
合

31.9% 50.0%

障害者、
市民

①就労継続支援Ａ型　事
業所の平均工賃（月額）

87,004円 96,629円

12
（P.86）

②就労継続支援Ｂ型　事
業所の平均工賃（月額）

23,046円 25,403円

人権男女
共同参画室

障害福祉課

所管課

P.88

P.88

P.88

基本計画
掲載ページ

P.87

P.87

P.87
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